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１ 有料老人ホームの運営及びサービス提供のあり方 45 
 46 
（１）課題と論点 47 
（ⅰ）有料老人ホームにおけるサービスの質の確保等 48 
○ 有料老人ホームにおいては、介護保険施設のような設備基準や夜間の体制、生活相談49 

等に関する人員配置基準が定められていないが、特に、介護度の高い高齢者や、複合50 
的な介護・医療課題を有し、専門的ケアを要する高齢者の受け皿ともなっている住宅51 
型有料老人ホームにおける適切なサービス提供が確保されるためにどのような方策が52 
求められるか。 53 

 54 
○ ホーム入居者に対して、適切なケアプランに基づき、利用者に最適なサービスが提供55 

されるために、住宅型有料老人ホームと居宅介護支援事業所の関係はどうあるべき56 
か。 57 

 58 
○ 近年、有料老人ホームにおいて適正な手続を経ていない身体的拘束等や経済的虐待の59 

増加が見られるところ、有料老人ホームにおける虐待防止の推進に向けてどのような60 
方策が考えられるか。 61 

 62 
○ 有料老人ホームにおける事故防止措置（研修、委員会の設置等）や事故が起きた場合63 

の対応（市町村への連絡等）について指導指針に定めがあるが、事故が発生した場合64 
の市町村への事故報告は任意となっている（注：特定施設や、外付けでサービス提供65 
する介護サービス事業者にはそれぞれ報告義務がある。）。全国的な事故防止の PDCA66 
サイクルを構築することが求められているなか（令和６年度介護報酬改定に関する審67 
議報告）、有料老人ホームにおいてどのような方策が考えられるか。 68 

 69 
（ⅱ）利用者による有料老人ホームやサービスの適切な選択 70 
○ 多種多様な高齢者住まいが存在している中で、高齢者自身が、自らのニーズに合った71 

高齢者住まいを適切に選択できるようにするため、消費者保護の観点から高齢者に対72 
して提示されるべき情報は何か。その際、行政や関係団体、事業者やケアマネジャー73 
等にどのような役割が求められるか。 74 

 75 
○ ホームは入居者等に対し、サービス提供内容、負担費用、職員体制等の入居契約に関76 

する重要な事項を書面で開示することとされているが、消費者保護や入所後のトラブ77 
ル回避の観点から、契約前の説明の徹底を含め、十分なルールとなっているか。 78 

 79 
○ 高齢者住まいの入居者紹介について、入居希望者の介護度等に応じた高額な手数料の80 

設定を行う等、入居者紹介事業における事業運営の透明性に疑念を生じさせる事例が81 
見られたほか、入居者紹介事業について、入居希望者にとって事業運営や紹介の仕組82 
みが見えづらいという課題や、どのような資格を有する職員が担っているか不透明と83 
いう課題が指摘されているが、入居者紹介事業の運営の透明性の確保や消費者保護の84 
観点からどのような方策が考えられるか。 85 

 86 
（ⅲ）有料老人ホームの定義について 87 



4 
 

○ 高齢者住まいにおけるサービス及びその提供形態が多様化している中、現行の有料老88 
人ホームの定義（①食事の提供、②介護（入浴・排泄・食事）の提供、③洗濯・掃除89 
等の家事の提供、④健康管理のいずれかを提供）は実情に即しているか。 90 

 91 
（ⅳ）地域毎のニーズや実態を踏まえた介護保険事業（支援）計画の作成に向けた対応 92 
○ 住宅型有料老人ホームでは、自社や外部のサービスと組みあわせ、多様なサービス展93 

開が行われているが、各地域で、必ずしもサービスの提供実態の全体像を把握できて94 
いない状況がある。有料老人ホーム等が介護需要の受け皿になっている状況を、適切95 
に介護保険事業（支援）計画の介護施設等の整備量やその他介護サービスの見込み量96 
に反映させるためには、どのような仕組みが求められるか。 97 

 98 
（２）構成員の意見・ヒアリング内容 99 
（ⅰ）有料老人ホームにおけるサービスの質の確保等 100 
 101 
①有料老人ホームをはじめとする高齢者住まいの役割 102 

 単身高齢者や身寄りのない高齢者、いわゆる氷河期世代の高齢者の増加が見込まれる103 
中、有料老人ホームなどの高齢者向け住まいは、地域包括ケアシステムの中核として104 
の役割が期待されるのではないか。 105 

 入居者像の多様化を踏まえた高齢者向け住まいに求められる役割を考えていく必要が106 
あるのではないか。 107 

 高齢者向け住まいにおいても看取りの対応が進んでおり、人生の最期まで尊厳が保た108 
れるサービスになっていくべきでないか。 109 

 養護・軽費老人ホームが受け入れるべき低所得高齢者を高齢者向け住まいで受け入れ110 
ている実態があるのではないか。 111 

 112 
【主な意見】 113 
○ 我が国において、単身高齢者や住まいの問題を抱える高齢者が、いわゆる氷河期世代114 

が高齢期に達するとともにますます増えてくる。基本的には、こうした有料老人ホー115 
ムのような形態のサービスは、発展を促すことが不可欠。いわゆる地域包括ケアシス116 
テムの実現や深化という意味では、こうした高齢者向け住まいが一番重要なプレーヤ117 
ーとして期待される。 118 

 119 
○ 当初有料老人ホームは、中堅所得層以上が早めに引っ越しをするイメージだったが、120 

現在では生活保護受給者を含めて所得階層が幅広くなっている。また、有料老人ホー121 
ムでの暮らしには費用がかかるため、要支援１や要支援２で引っ越すのではなく、遅122 
めに引っ越すこととなる。また、単身世帯が広がる中で生活支援をお願いできる親族123 
が身近にいない方が確実に増えており、居住支援で検討されている居住サポート住宅124 
との重なり合いも今後出てくるだろう。また、軽費老人ホームや養護老人ホームが増125 
えない中で、受け皿になっていると考えられる。 126 

 127 
○ 入居する高齢者の状態像が変容してきている中で、その状況を踏まえた高齢者住まい128 

に求める役割や住み分けを考えていく必要。 129 
 130 
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○ 介護施設、高齢者住宅において看取りが増えてきており、人生の最期までしっかりと131 
尊厳を守っていけるサービスに、より一層取り組んでいくべき。 132 
 133 

○ そもそも社会福祉制度の階層性といった観点から考えると、本来は、養護老人ホーム134 
や軽費老人ホームに入所すべき低い所得水準の人びとが、相対的にそれらの整備が遅135 
れてきたため、結果的にサ高住や住宅型有料に入らざるを得ず、本人の経済的状況や136 
心身の状況に合った支援やケアが受けられていないのではないか。 137 
 138 

○ 低所得者向けの養護老人ホームや軽費老人ホームで本来対象とすべき利用者も有料老139 
人ホームで受け入れている状況ではないか。このため、低所得者向けのホームとして140 
の役割を果たしていることも鑑みて機能や類型の検討等を行うことも必要。 141 

 142 
 143 
 144 
②有料老人ホームにおける介護・医療サービスの質の確保 145 
（入居者保護の必要性） 146 

 住宅型有料老人ホームのうち、要介護者の受入が可能で、介護サービスの提供体制を147 
備えているホームは、入居者募集の段階から介護サービスの提供を前提としたものも148 
あり、入居者の介護サービスの選択や提供、質の確保に大きな影響を与える可能性が149 
あるため、特に入居者保護の必要性が高いのではないか。 150 

 151 
（質の確保のための仕組み） 152 

 入居者が高齢化、重度化し、医療ニーズを有する方も増加している中、入居者の介153 
護・医療ニーズに応じたケアの提供が必要にも関わらず、職員体制に関する明確な基154 
準がないことが課題であり、介護・医療ニーズや夜間・緊急時の対応を想定した職員155 
の配置基準や、施設管理者に対する資格基準、重度者等の対応に関する研修の実施、156 
指針の整備、虐待防止に関する取組の基準等が必要ではないか。対象となり得る施設157 
は、例えば、入居者のうち、要介護３以上の割合が恒常的に高い、ホーム内での看取158 
り実績が一定以上あるといった、入居者の介護ニーズを示す客観的な指標を元に判断159 
することが適切ではないか。 160 

 利用者の生命、身体、人権に関わるサービスであることから、法人としての考え方や161 
方針、計画などを十分に確認できる仕組みが必要ではないか。 162 

 事業者がその判断により責任を持って質が担保された医療・介護サービスを提供でき163 
る場合には、過不足のないサービス提供がなされているか、看取りに当たって心身の164 
苦痛の緩和や本人の意思の尊重が十分なされているか、第三者的な立場で注視してい165 
く仕組みが必要ではないか。 166 

 167 
（介護・医療との適切な連携体制） 168 

 看護職員が不在の住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅に、医療処置169 
が必要な入居者が一定数存在するなか、介護保険の理念である「尊厳の保持」と「自170 
立支援」を踏まえ、リハビリテーションや医療系サービスとの連携を通じた適切な支171 
援が必要ではないか。 172 
 173 
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【主な意見】 174 
○ 住宅型有料老人ホームのうち、要介護者の受入が可能で、介護サービスの提供体制を175 

備えているホームについては、入居者募集の段階から介護サービスの提供を前提とし176 
たものもあり、実質的に介護の場として機能している場合がある。こうしたホームの177 
運営については、入居者の介護サービスの選択や提供、質の確保に大きな影響を与え178 
る可能性があるため、特に入居者保護の必要性が高いのではないか。 179 
 180 

○ 民間の創意工夫を損なわないことは重要だが、高齢化、重度化、医療ニーズを有する181 
方が増えてきているため、サービス内容として介護・健康管理を提供するという場合182 
には最低限担保すべき配置基準など、何らかの検討を行っていく必要。 183 
 184 

○ 専従、兼務の看護職員いずれもいない住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者住185 
宅であって、医療処置を要する方が 15％以上という施設も一定数あることが示されて186 
いる。標準指導指針の中で、介護サービスの安定的な提供に支障がない職員体制と規187 
定されているが、定数的な職員体制について示されておらず、どのように入居者の方188 
の医療・介護のニーズに沿うケアを提供しているかは課題。 189 
 190 

○ 介護や医療は人で成り立っているため、その人員配置に関しても、人員確保策ととも191 
に、一定の数値的な基準を、法令上の根拠を持つものにしていく必要。既に自治体に192 
おいて 24 時間の夜間体制を取るべきことを指導している現状もある。そうしたとこ193 
ろが併設事業所による対応において曖昧にならないような最低ラインの基準を示す必194 
要。また、重度の方が入居する施設においては、重度の方の食事、栄養、入浴などの195 
対応に関する基本的な知識や対応を、施設長・職員が有しているということを担保で196 
きるよう、また、事前や実地調査を含めた行政の確認ができる仕組みが必要。 197 

 198 
○ 既に要介護者が入居し、最後まで過ごす住宅型については、特定施設やサ高住との均199 

衡に配慮しつつ、高齢者の尊厳の保障、サービスの質の確保といった観点から運営や200 
人員体制に関する一定の基準が必要ではないか。対象となり得る施設は、例えば、入201 
居者のうち、要介護３以上の割合が恒常的に高い、ホーム内での看取り実績が一定以202 
上あるといった、入居者の介護ニーズを示す客観的な指標を元に判断することが適切203 
ではないか。 204 

 205 
○ 仮に新たな規制を設ける場合、介護・医療ニーズや夜間・緊急時の対応を想定した職206 

員の配置基準や、施設管理者に対する資格基準、研修の実施、指針の整備、虐待防止207 
に関する取組の基準等が必要ではないか。また、参入後の質の保証も重要であるため、208 
登録の有効期間や、更新拒否の仕組み、更新拒否事由の明確化といったことも最低限209 
に必要になるのではないか。 210 
 211 

○ 利用者の生命、身体、人権に関わるサービスであるという視点が何よりも重要で、法212 
人としての考え方や方針、計画などを十分事前に確認できる仕組みが必要。また、非213 
常に狭いところに複数の方を入居させるといった実態を事前に防ぐ、届出事後も運営214 
を確認でき、最低限、ある部分は強制力を持って対応できる仕組みが事前事後で求め215 
られるのではないか。 216 
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 217 
○ 事業者がその判断により、責任を持って質が担保された医療・介護サービスを提供で218 

きる場合には、しっかりと医療・介護に取り組むべきであり、過不足のないサービス219 
提供がなされているか、看取りに当たって、心と体の苦痛の緩和や本人の意思の尊重220 
が十分なされているかといった点を、第三者的な立場で注視していく仕組みが必要。 221 

 222 
○ 高齢者の状態像は多様であり、サービスの在り方によっては急速に悪化し得るため、223 

食事、排せつ、移動に対して介助が必要になった場合のケアのあり方は重要。マンパ224 
ワー確保の課題や、適切な療養の場がどこか、という点はあるが、地域全体で連携し225 
て、この課題を解決する必要。 226 

 227 
○ 医療・介護連携は、ケアマネジメントの枠組みの中で、十分な連携体制が構築してい228 

けるようにしていくべき。 229 
 230 

○ 介護保険の二大目的・理念は、尊厳の保持と自立支援であり、訪問サービスにおいて231 
は IADL を高めるための自立支援となっており、過剰なサービス提供になっていない232 
か。リハビリテーションであれば、訪問リハや通所リハとの連携も必要。医療系サー233 
ビスであれば、訪問診療のかかりつけ医や、訪問看護ステーションの看護師等との連234 
携も必要。どういった連携や情報共有をしているか、それをどのようにサービス提供235 
に生かしているかが重要な観点。また、介護予防の観点から、廃用性症候群やフレイ236 
ルを助長する生活習慣や状況があれば、リハビリテーションや訪問看護、口腔・栄養237 
管理等の積極的な提供を推進すべき。 238 

 239 
 240 

 241 
③有料老人ホームにおける安全性の確保 242 

 中重度の要介護者を含む入居者に対するサービス提供や安全確保の面において、有料243 
老人ホームや併設サービスの責任の所在や範囲が不明確ではないか。重度になっても244 
住み続けられるというホームに関しては、安全性の担保等の観点から最低限の人員配245 
置基準が法令上定められることが必要ではないか。 246 

 介護施設と同様に、高齢者向け住まいにおいても虐待防止、事故防止や事故報告義務247 
が必要ではないか。また、入居者の状態像に応じて、虐待・事故防止や認知症対応に248 
関する職員研修が必要ではないか。 249 

 入居者・家族が一体的にサービス提供を受けられると思って入居しても、高齢者施250 
設・住まいの種類、類型が異なるだけで介護事故が起きた場合の結論に開きがある現251 
状については検討されるべきではないか。 252 

 253 
【主な意見】 254 
○ 特に中重度の方をはじめとする入居者へのサービス提供、安全確保の点、責任の所在255 

について、ホームとしてどこまで担保しているのか、併設のサービスではどこまでを256 
担保しているのかということが明確化されていないことが課題。重度になっても住み257 
続けられるというホームに関しては、それを可能とするための最低限の人員配置基準258 
が安全性の担保や責任の明確化の観点から法令上の根拠をもって定められることが必259 
要。 260 
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 261 
○ 高齢者の方が暮らす場所では、対策を講じても起こり得る転倒などもあるが、事故防262 

止について最大限取組を進めていくという観点で、事故の発生防止に向けた事故情報263 
の収集、改善に向けた対応が非常に重要。事故防止に関する取組は、介護保険施設・264 
事業所とともに、有料老人ホームも含めて、情報収集や改善を推進していく必要。入265 
居者像を踏まえれば、介護の事故防止に関する基準や、認知症である方に対する職員266 
の研修、虐待防止についても介護サービスに準じた基準を設ける必要。 267 
 268 

○ 高齢者虐待の防止や事故報告書の提出や防止対策については、健康型を除き、介護保269 
険サービス事業者に準じた対応が取られることが必要。 270 

 271 
○ 入居者・家族が一体的にサービス提供を受けられると思って入居しても、高齢者施272 

設・住まいの種類、類型が異なるだけで介護事故が起きた場合の結論に開きがある現273 
状については検討すべき。 274 
 275 

○ 高齢者の人権の擁護の視点で、高齢者の虐待防止は、介護保険適用のサービスを含め、276 
どのサービスであっても極めて重要。 277 

 278 
 279 
 280 
（ⅱ）利用者による有料老人ホームやサービスの適切な選択 281 
 282 
①入居契約の性質や契約規制の必要性 283 

 有料老人ホームの契約構造は２つの契約（入居契約・介護契約）から成り、住宅型は284 
入居契約のみ締結されるが、実情として住まいとケアが一体的に提供されており、契285 
約内容と実態との乖離があるのではないか。また、事業者が用意した契約書が利用さ286 
れることが多く、情報や交渉力に格差がある中で契約締結されるため、利用者に不利287 
な内容となる可能性があるのではないか。 288 

 各種契約内容について入居者が正確に理解し、納得することは容易ではないことから、289 
契約締結前の情報提供のあり方や説明義務、広告表示の規制強化といった公的関与の290 
拡大も検討すべきではないか。たとえば、契約において、指導指針を遵守する旨の明291 
記を義務づけることが必要ではないか。 292 

 293 
【主な意見】 294 
○ 有料老人ホームの契約構造は２つの契約（入居契約・介護契約）から成り、介護付き295 

では入居者とホーム運営事業者の間で入居契約と特定施設入居者生活介護契約（介護296 
契約）が結ばれるため、住まいとケアが一体的、パッケージ化された状態で提供され297 
る。一方、住宅型においては、入居者と運営事業者の間では入居契約のみ結ばれ、要298 
介護となった際に、利用者自ら居宅介護支援利用契約や各種居宅サービスを契約し、299 
介護サービスの提供を受ける。実際には、当該介護事業所が同一・関連法人であるこ300 
とや同一建物内に併設されていることから、住まいとケアが一体的に提供されている301 
実情がある。にもかかわらず、人員基準等において、介護付きや特養とは異なる。 302 
 303 
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○ 入居契約は、消費者と運営会社の間において、情報量や分析力、交渉力等の格差が前304 
提とした消費者契約の一種でもある。事業者が用意した契約書が利用されることが多305 
いため、利用者の意思も反映しにくく、消費者にとって不利な契約を交わしている可306 
能性がある。また、枠契約とも言われて、契約内容が明確に定まっていない契約形態307 
であるため、提供されるサービス内容に利用者が不満を持ったとしても、契約内容の308 
外縁を特定することが難しく、契約違反かどうかの判断も困難。加えて、一般にサー309 
ビスは貯蔵ができないため、対価関係が不透明になりやすいことから、質の評価も難310 
しいとされている。利用者の生命や身体に関わる契約内容にも関わらず、複雑かつ不311 
透明要素の多い契約形態と言える。 312 
 313 

○ 有料老人ホームをめぐる契約関係は複雑なため、その契約上の結び方や各種契約内容314 
を入居者らが正しく理解し、納得してもらうことは困難が伴う。その意味では、契約315 
締結前の情報提供の在り方や、重説等、内容、説明の仕方、誤解を与える表記につい316 
ての対応策を検討し、場合によっては公的規制を強めることも必要。 317 

 318 
○ 事業者と入居者との間の契約関係というのは、民法や消費者契約法の側面からの検討319 

にとどまらず、行政行為（給付決定）が組み込まれていることから、公的契約の側面320 
も含まれている。そのため、問題も複雑化しているのではないか。ホーム入居者の多321 
くは、様々なサービスを受けるために入居契約を結ぶことになるが、そうであるなら322 
ば、サービス提供の中身や質が契約において何よりも重要な要素となるのではないか。323 
利用者の生命等に関わるサービス内容であることから、事業者は高い倫理性が求めら324 
れ、生命等に配慮する義務や権利擁護、高齢者福祉の視点を重視する必要。 325 
 326 

○ 介護保険制度後の有料老人ホームにおける契約関係は、福祉契約たる介護契約が密接327 
不可分な関係で締結されていることからすると、純粋な民民の契約を超えていると言328 
え、法的位置づけや行政規制、私法的規制のあり方について高齢者福祉の観点からの329 
再考が必要。 330 

 331 
○ 契約に関しては、民法、消費者契約法による規制が中心。契約締結にあたっては意思332 

が重要で、意思形成の過程に問題があれば、民法上、契約の取消や無効の対象となる。333 
しかし、無効や取消はかなり限定されたものであるため、特別法として消費者契約法334 
が位置づけられている。例えば、契約締結前の勧誘段階の規制としては景品表示法に335 
よる広告表示規制や、事業者に対する情報提供義務が規定されている（消費者契約法336 
でも努力義務）。契約締結に際して不実告知や不利益事実の不告知があれば取り消す337 
ことも可能であり、一定の法的効果があると言えるが、制裁的な意義は十分とは言え338 
ず、実効性に限界がある。 339 

 340 
○ ケアの質を保証するため、契約において、指導指針を遵守する旨の明記を義務づける341 

立法的な措置が必要ではないか。 342 
 343 
○ 介護サービスの受け皿としての居住施設という観点を踏まえた上で、有料老人ホーム344 

の定義の在り方も含め、個々人の住宅の確保としての契約にどこまで介入するのかと345 
いった観点も踏まえながら慎重に議論すべき。 346 
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 347 
 348 
 349 

②望ましい情報提供のあり方 350 
 有料老人ホームや高齢者向けサービスの選択においては、専門知識や交渉力の不足を351 

補うことが必要であり、事業者自身による透明性を高めるとともに、入居を希望する352 
高齢者が適切な判断を下せるための仕組みが必要ではないか。 353 

 有料老人ホーム選択に資する情報として、介護付きと住宅型・サ高住の違い、介護保354 
険サービスの提供体制の有無、ホームと介護サービス提供主体との関係、入居者の要355 
介護度や病態に応じた受入れの可否、入居者の所得階層とその段階に応じた受入設定356 
の有無、施設運営に関する情報、退去時に要する費用、返還される金額も必要ではな357 
いか。 358 

 利用者がサービス内容を適切に理解した上で選択できるよう、サービス提供がホーム359 
と同一経営主体の場合は、居宅介護支援事業所の情報や、介護サービス事業所や有料360 
老人ホームで実施される自費部分の介護サービス費用、有料老人ホームにおいて提供361 
される介護サービスの主たる介護サービス事業者の情報や、協力医療機関の情報を公362 
表するべきではないか。 363 

◆ 外付けサービスの場合、ケアプランによってサービスの量が左右されることが一般消364 
費者に理解されれば、料金を抑えられる可能性があることを利用者の方々が知ること365 
になり、結果として外付けサービスの健全化、過剰サービスの抑制につながるのでは366 
ないか。そのために、外付けサービスのケア量を要介護度別に見える化したデータが367 
あれば良いのではないか。 368 

 369 
【主な意見】 370 
○ 利用者による有料老人ホームやサービスの適切な選択について、どのサービスにおい371 

ても適切な情報開示や説明等、利用者が選択するプロセスの保証が非常に重要。 372 
 373 

○ 適切なサービス等を選択するための情報提供のあり方として、形式的な情報を提供す374 
るだけでは不十分であり、専門知識の不足、あるいは交渉力の格差を補う支援策を検375 
討する必要。さらに、可能であれば不当条項などを例示列挙し、これを排除できる方376 
向性についても併せて検討が必要ではないか。 377 

 378 
○ 選択する者にとって分かりやすい制度であることが大切であり、類似の制度が複数存379 

在することによる混乱、あるいは説明の困難が生じることは避ける必要。また、選択380 
の前提として、安全かつ安心できる情報が得られる場が確保されている必要。 381 

 382 
○ 事業者自身による透明性を高めるとともに、利用者が適切な判断を下せるように、サ383 

ービス提供の在り方等に係る契約書や重要事項説明書、ホームページなどを含め、十384 
分な説明や情報提供が重要。 385 
 386 

○ 介護付き有料老人ホームと住宅型・サ高住のサービスのあり方が、一般消費者からは387 
理解しづらい。運営側も違いを明確に説明していないことが要因のひとつ。介護付き388 
ホーム、住宅型・サ高住で同じようなサービス提供が可能と謳っている事業者も一定389 
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数存在。一体型のサービス契約としてエンドユーザーに伝わっていることは、運営会390 
社として感じている課題。エンドユーザーに対して、契約の内容、サービスの内容、391 
広告の部分も含めて、分かりやすくしていく必要。 392 

 393 
○ 有料老人ホーム選択に資する情報として、入居者の要介護度や病態に応じた受入れの394 

可否、入居者の所得階層とその段階に応じた受入設定の有無、施設運営に関する情報、395 
退去時に要する費用、返還される金額も必要ではないか。 396 

 397 
○ 都道府県への報告については、重要事項説明書の提出など既に都道府県知事への報告398 

事項となっている内容に加え、介護保険サービスの提供体制の有無や、施設とサービ399 
スの提供主体との関係については、透明性確保の観点からも、事前に情報提供が必要400 
な事項ではないか。 401 

 402 
○ 同一経営主体と推認される居宅介護支援事業所や訪問系サービス等の利用が入居条件403 

となっている例、他のサービス事業所従事者や、かかりつけ医等がホーム内へ様々な404 
理由で立ち入りできないようになっている例、併設サービス等の利用がなければ家賃405 
をはじめ各種の割引が受けられない例も聞かれ、改善が難しいことも少なくない。住406 
宅型有料老人ホーム等の場合に、各種の助言、指導等が及びにくいことも課題であり、407 
サービスの適切な選択ができるように、利用者の理解のもと、各種の情報を経て選べ408 
るような方策が必要。 409 
 410 

○ 囲い込み対策、指導監督とも関係するが、サービス提供がホームと同一経営主体の場411 
合は、例えば、居宅介護支援事業所、介護サービス事業者を含め、主たる介護サービ412 
ス事業者等としてまとめて公表し、協力医療機関がある場合は、そこも含め公表し、413 
有料老人ホームを選択する際の情報としてはどうか。また、どのような施設類型がそ414 
の方に適しているかの選択にあたり、有料老人ホームで実施される自費部分の介護サ415 
ービス費用も含めて情報提供できるようにする必要があるのではないか。 416 
 417 

○ 高齢者が消費者となることから、併設事業者として提供されるケア・サービスに関す418 
る情報を公開することが重要。 419 

 420 
○ 利用者や家族に対して、同じような外付けサービスを利用している方にどの程度のケ421 

アが提供されているかといった全国的なデータを、要介護度別に見える化してはどう422 
か。こうしたデータがあれば、自治体の監査も効率的に行うことができるのではない423 
か。ケアプランによってサービスの量が左右されることが一般消費者に理解されれば、424 
料金を抑えられる可能性があることを利用者の方々が知ることになり、結果として外425 
付けサービスの健全化、過剰サービスの抑制につながるのではないか。 426 

 427 
 428 

 429 
③入居契約時において説明されるべき事項 430 

 介護保険サービスには詳細な説明義務がある一方で、住宅型有料老人ホームやサ高住431 
の入居契約は、利用者だけでなく地域包括支援センターやケアマネジャーにとっても432 
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理解が難しいことがあるため、丁寧な説明や、契約の透明性を高める必要があるので433 
はないか。 434 

 介護サービスの有無や費用の内訳を利用者が正確に理解した上で契約することが重要435 
であり、例えば、施設の運営方針や介護保険施設等との相違点、独自サービスや家賃436 
以外の費用の内容や、表示価格には介護サービスが含まれていないこと、将来的な家437 
賃や契約変更の可能性等を、契約書や重要事項説明書に基づく事前説明・事前交付、438 
ホームページなどへの明記が必要ではないか。 439 

 また、有料老人ホームと同一・関連の介護事業者によるサービス提供を選択肢の一つ440 
に挙げる場合や、要介護状態や医療処置を必要とする状態になった場合に外部サービ441 
ス等を利用しながら住み続けられるか、看取りまで行われるか、退去を求められるか442 
は入居を決める際の重要な要素であるため、事前に十分に説明され、契約書等に明記443 
されていることが必要ではないか。 444 

 445 
【主な意見】 446 
○ 介護保険サービスは保険者の関与のもと、各種の重説義務がある。一方、入居契約に447 

関しては、住宅型・サ高住への入居の場合、利用者のみならず、地域包括支援センタ448 
ーやケアマネジャーにとっても理解が難しいことがある。独自のサービス内容とそれ449 
に基づく費用（家賃以外）について十分な説明をし、理解を得たうえで契約を交わす450 
仕組みのための規制整備が必要。 451 

 452 
○ 消費者保護の観点から、施設の運営方針や介護保険施設等との相違点について事前の453 

説明が確実になされること、重要事項説明書の事前交付といったプロセスが重要。重454 
要事項の記載内容は耳慣れない専門用語等もあるので、利用者の誤解を減らすために455 
も契約時の説明は必要。 456 

 457 
○ 価格面に関して、消費者が介護サービスの有無や、表示金額には介護サービスが含ま458 

れていないことを明確に理解して契約する必要があり、そのためには契約書や重要事459 
項説明書、ホームページに明記することが重要。 460 
 461 

○ 有料老人ホームと同一・関連の介護事業者によるサービス提供を選択肢の一つに挙げ462 
る場合には、利用者保護の観点から、事前に十分な説明がされ、口頭や実質的な誘導463 
ではなく、重要事項説明書や契約書に明記されることが重要。 464 

 465 
○ 有料老人ホームに入居する多くの方はそこを「終の棲家」とすることを考えているた466 

め、要介護状態や医療処置を必要とする状態になった場合に、外部サービス等を利用467 
しながら住み続けられるのか、看取りまで行われるか、あるいは退去を求められるか468 
は入居を決める際の重要な要素であるため、事前に十分に説明され、契約書等に明記469 
されていることが必要。 470 

 471 
○ 類型等の違いが正しく消費者に伝わるよう、重要事項説明書の中身の再考、運営事業472 

者によるわかりやすい説明の徹底と一層の工夫を行うべき。 473 
 474 

○ 家賃に関して、地主が建てるマスターリース契約の場合に、10 年後の契約形態がどう475 
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なっているのかまで含めて考える必要がある。 476 
 477 

○ 安定的かつ安全なサービスの提供体制の在り方の観点からは、サ高住等に多いが、サ478 
ブリース契約型の事業についても、法的課題があるのではないか。 479 

 480 
 481 
 482 

④高齢者や家族等への意思決定支援の必要性 483 
 高齢者向けサービスは市場原理に基づいて展開されているが、情報の非対称性が大き484 

く、判断能力が衰えた高齢期に初めて直面する課題であり、利用者が自ら適切に選485 
択・判断できるようにするためには、形式的な情報提供では不十分であり、情報が公486 
開された上で、高齢者やその家族が自らそれを選択し意思決定できることが重要であ487 
り、より丁寧で個別性の高い支援が重要ではないか。 488 

 入院先から必要に迫られ、限られた時間内で選択しなければならないケースが増加し489 
ており、本人が有料老人ホームに赴かず、入院しながらでも、自ら選択し納得のうえ490 
で入居することができる環境の整備が必要ではないか。 491 

 本人が納得して選択できるよう、信頼性の高い情報提供が必要であり、入院しながら492 
でも、自ら選択し納得のうえで入居することができるよう、医療機関と高齢者向け住493 
まいとの連携や相談窓口の整備が必要ではないか。 494 

 495 
【主な意見】 496 
○ 基本的には市場原理の中でサービスが展開されるが、情報の非対称性を埋めるために497 

情報公開がどうあるべきか、情報が公開された上で、高齢者が自分でそれを選択し意498 
思決定できるためのサポート策を考えることが重要。 499 
 500 

○ 形式的な情報提供では不十分。一定の年代に入ってくると認知機能が低下していくこ501 
とに加え、行動経済学的には、意思決定のバイアスも実は色々出てきて、狭い意味で502 
の意思決定とはまた違うバイアスに誘導されやすい。家族だからといって確立できて503 
いる完璧な消費者でもない点も重要。 504 

 505 
○ 選択の前提として必要とされるのは、単なる権利能力ではなく、判断能力であり、判506 

断能力に課題を有する方々の存在を鑑み、介護保険法の施行と同時に成年後見制度が507 
創設されたが、残念ながら同制度は未だ十分に機能していない。制度の目的が明確で508 
あり、信頼性のある情報があり、かつ適切な判断能力に支えられる体制が整ってこそ、509 
真に「自らが選択できる」制度になると考えるので、この点の改善が図られるべき。 510 

 511 
○ 高齢期になり、契約能力はあるが、情報収集力、比較検討力、判断能力が衰えた際に512 

初めて直面する課題もあることが高齢期の一つの特徴。そういう状況の人が利用する513 
ものである前提で検討されるべき。 514 

 515 
○ 消費者にとって、自ら時間をかけて終の棲家を選択することが一番かと思うが、実際516 

には入院先から必要に迫られ、限られた時間内で選択しなければならないケースが増517 
加している。本人が施設に赴かず、入院しながらでも、自ら選択し納得のうえで入居518 
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することができる環境、また安心して過ごすことができる環境の整備が必要。そのた519 
めには、利用者にとって必要で、信頼性の高い情報が得られるような制度や仕組みが520 
一層できるとよい。 521 

 522 
○ 医療機関も近隣の高齢者住宅については把握しているため、日常的に医療機関と高齢523 

者住宅が連携していれば、紹介業者に委ねることは必要ないのではないか。また、近524 
場であれば、これまでの主治医が診ることが望ましい。 525 

 526 
○ 高齢者が早めに住み替えるとしても、どこに相談したらいいのかが分からないという527 

ことが結構多いので、有料老人ホームを探すのは、もちろん紹介業者があるが、もう528 
少しちゃんとした相談窓口があれば、紹介料の問題とかもなく、スムーズに進むのか529 
ではないか。 530 

 531 
 532 
 533 
⑤入居者紹介事業の役割と課題 534 

 本来は利用者に適した高齢者向け住まいが紹介されるべきだが、入居希望者が有料老535 
人ホームを選ぶ際、ソーシャルワーカーやケアマネジャーが入居者紹介事業者の実態536 
を十分に理解しておらず、入居者紹介事業者へ丸投げしてしまうケースも見受けられ537 
るのではないか。紹介手数料の高い有料老人ホームへ誘導されるケースもあるのでは538 
ないか。 539 

 高齢者向け住まいへの入居者紹介事業者は、認知機能の低下により判断能力に課題を540 
抱える高齢者も多いなか、単なる住まいの紹介ではなく、高齢者やその家族の意思決541 
定支援という役割も担い得ることを認識したうえで、責任を持って事業を行う必要が542 
あるのではないか。 543 

 入居者紹介事業は、入居希望者と有料老人ホームの間をつなぐ役割を担っているが、544 
宅建業で義務づけられているような契約書や重要事項説明書等が入居者紹介事業にお545 
いては明確ではないのではないか。 546 

 紹介料の金額の公表も含めた透明性を高める仕組みが必要ではないか。 547 
 548 
【主な意見】 549 
○ 入居希望者がホームを選択する際に、ソーシャルワーカーやケアマネジャーの方等が550 

紹介業者の存在をよく理解しておらず、紹介業者に丸投げしてしまうケースが多い。551 
そのため、紹介業者に利用者を紹介することとはどういうことか、啓蒙していく必要552 
がある。 553 

 554 
○ 紹介業者に関しては、顧客は、いわゆる一般的な消費者像とは違い、高齢者であり、555 

情報の非対称性の問題を被る一番顕著な人びとだということからすると、近年、社会556 
福祉分野で重要視されている意思決定支援の役割について、有料老人ホームや紹介事557 
業者も負っていることについての仕掛けを講じる必要がある。紹介事業者は、高齢者558 
の意思決定支援を担う役割もあることを認識して事業を行っていただく必要性がある。 559 

 560 
○ 宅建業との整理が必要。住まい紹介事業の場合、ホームと入居者の間（真ん中）に紹561 
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介事業者が位置しつつも、ホーム側に寄っている状況もゼロではない。 562 
 563 

○ 宅建業であれば、１ヶ月分の家賃を貸主と借主それぞれから半額ずつ納めることにな564 
っているため、それに対する整理も必要。そのときの費用についても、住宅費用と基565 
本サービス費、管理費、食費を含めるのか、手間がかかることをどうするのかといっ566 
たことを、比較検討する必要がある。 567 

 568 
○ 紹介事業は需要も高く、社会的ニーズも責任の大きい。一方で、宅建と同じような登569 

場人物であるにもかかわらず、入居検討者が一銭も払っていないことに疑問を抱く。570 
紹介業者はあくまでも契約に関与しないとのことだが、そこで行われていることは価571 
値の提供・提案であり、契約の動機づけも加味すると、契約に関与していないと言え572 
るのか。 573 
 574 

○ 入居希望者は、紹介事業者から提供される情報を重要な判断要素として有料老人ホー575 
ムの入居を決める場合が多いと思われるが、入居希望者と紹介事業者との間には必ず576 
しも契約があるわけではない。入居希望者に対する紹介事業者の責任や役割を明確に577 
規定する必要があるのではないか。 578 

 579 
○ 紹介業者と利用者の関係は B to C であり、ここを制御する法的規制が非常に緩い。580 

ただし、紹介業者と利用者の関係性はつかまえきれていない。手数料を出すとどう困581 
るのか、手数料を出すことはどういったことをシグナルとしているのか、また、消費582 
者はどう理解し、受け取るのかが大事。 583 

 584 
○ 経営面から考えると、人件費や物価の上昇の中で収益を上げる必要があり、紹介料を585 

上げてでも利用者を集めさせてしまう経営者の力学が働く。 586 
 587 

○ 入居者紹介事業については、紹介料の金額の公表も含めた透明性を高める仕組みが必588 
要。 589 

 590 
 591 
⑥入居者紹介事業の透明性や質の確保 592 

 高齢者自身の情報処理能力の低下という脆弱性を踏まえ、入居者紹介事業者の役割に593 
ついての啓発や、入居者紹介事業者と有料老人ホーム運営事業者との間の契約関係・594 
責任関係の明確化が必要ではないか。 595 

 紹介事業者には、高齢者に対する意思決定支援・権利擁護の機能を持つことが期待さ596 
れていることから、どのようなマッチング方法を取っているのか、紹介手数料の設定597 
方法等についての情報公開による透明性確保が必要ではないか。また、消費者自身が598 
探しているエリアのホームは、どの事業者が紹介可能なのか、消費者目線で検索可能599 
とすべきではないか。 600 

 現状では、宅建業のような制度を設けるより、どういったサービスを提供する事業者601 
かを明らかにしてもらうことが必要ではないか。 602 

 高齢者住まい事業者が、入居者の確保における紹介事業者の活用の有無、その際の手603 
数料の算定方法などを、情報公開することも検討できるのではないか。その際、紹介604 
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業とは何かを明確に位置づけ、その上で、紹介業者に求められる専門性や義務・責任605 
等について、一定のガイドラインを示していくべきではないか。 606 

 行動指針に則った事業運営ができている紹介事業者かどうかを確実に担保する仕組み607 
が必要ではないか。例えば、届出制や登録制の導入、国が認める資格制度の検討など608 
が必要ではないか。 609 

 過剰な介護・医療提供の事業モデルに対して事前チェックが働くようになれば、市場610 
の自然な相互作用の中で、紹介料も適正な範囲に収まっていくのではないか。 611 

  612 
【主な意見】 613 
○ 本来、お客様にあったホームを紹介しなければならないが、手数料の高いホームに誘614 

導してしまうことがある。ここに対しては現状、何の規制もない。利用者からすれば、615 
ただでさえ類型等わかりにくいにもかかわらず、色々な理由で紹介料の高いホームに616 
誘導されてしまうため、何か規制をかける必要がある。 617 

 618 
○ 高齢者自身も情報処理能力は極めて落ちている。この脆弱性をどう踏まえて紹介業者619 

と購入者の間の環境を整備していくかが課題。 620 
 621 

○ 消費者目線での入居委託業務の適正化に関して、まずは紹介事業者とホーム運営事業622 
者との間での契約を明確にする必要があるのではないか。 623 
 624 

○ 消費者自身が探しているエリアのホームは、どの事業者が紹介可能なのか、消費者目625 
線で検索可能な環境づくりを目指すべき。 626 
 627 

○ 現状では、宅建業のような制度を設けるより、まずはどういう立場で何をしてくれる628 
のか、明らかにしてもらうことが必要ではないか。 629 
 630 

○ 不動産であれば仲介会社が契約書とか重要事項説明書に押印をして、責任所在をはっ631 
きりさせるというプロセスがあるが、紹介会社のほうには適用されていない。紹介会632 
社においても同様の責任の持ち方をしたほうがよいとは思うが、重要事項説明をする633 
責任を求めるところまで持って行くかについては相当な議論が必要。 634 

 635 
○ 紹介事業者の業務内容やサービスの質に関する情報を、それぞれの事業者が事業者団636 

体のサポートを受けて自発的に公開することによって、事業の透明性・健全性を高め637 
る方向性が望ましいのではないか。紹介事業者には、高齢者に対する意思決定支援・638 
権利擁護の機能を持つことが期待されていることから、どのようなマッチング方法を639 
取っているのか、紹介手数料の設定をどのような方法で行っているか等についての情640 
報公開による透明性確保が必要。高齢者住まい事業者が、入居者の確保における紹介641 
事業者の活用の有無、その際の手数料の算定方法などを、情報公開することも検討で642 
きるのではないか。 643 
 644 

○ 紹介会社を利用する消費者にとって安心できる紹介事業者か、すなわち行動指針に則645 
った事業運営ができている事業者かの確実性を確保する仕組みが必要。消費者保護を646 
起点として、紹介事業者の在り方について各関係者が同じ土俵で協議していくために、647 
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行政によるリーダーシップが必要。 648 
 649 

○ 高住連で届出公表制度が設立されたところ、紹介事業の同業他社からは、将来的には650 
国が認める資格制度のようなものになってほしいという意見が非常に多く寄せられて651 
いる。 652 
 653 

○ 紹介事業者は任意事業であり、高住連より行動指針遵守項目が規定されているが、こ654 
れらの内容を直接紹介事業者が対応するよう、届出制や登録制にするなどの対応が必655 
要ではないか。 656 
 657 

○ 紹介事業者が利用者に対して自らの立場説明を行い、自分の権限をはっきりさせてお658 
くことは透明性の確保の観点から重要。手数料の説明をするかどうかについては、関659 
係者が意見を出しつつ、行政のチェックも入れて議論していく場が必要。 660 
 661 

○ 紹介料高騰の問題が報告され始めた時期が、有料老人ホーム等の入居者に対する過剰662 
な介護・医療サービスを提供するビジネスモデルに関する指摘が増えた時期とおおむ663 
ね一致している。これは、過剰な介護・医療を提供するモデルが、市場のなかで紹介664 
事業者による紹介料を引き上げてきたのではないかとも推察できる。逆に言えば、過665 
剰な介護・医療を提供するモデルに関することで事前のチェックが利くことになれば、666 
市場の自然な相互作用の中で、紹介料も適正な範囲に収まっていくのではないか。 667 
 668 

 669 
 670 
（ⅲ）有料老人ホームの定義について 671 

 有料老人ホームの定義に該当するかの判断基準を明確にし、定義に含まれない住まい672 
について整理する必要があるのではないか。有料老人ホームの定義に該当するかの解673 
釈に判断の余地があることが未届ホームの原因にもなっているのではないか。 674 

 自治体によっては、自立者のみが入居する高齢者向け住まいであっても併設レストラ675 
ンがあることのみをもって「食事の提供」があるとして有料老人ホームと判断される676 
場合があり、その場合、有料老人ホームとして夜間の人員配置やスプリンクラーの設677 
置等が課され、住宅事業を行う事業者の参入の阻害要因となっているのではないか。 678 

 自立型の高齢者住宅が世の中に非常に少ないため、建てやすい状況をつくるべきでは679 
ないか。 680 

 有料老人ホームに居住する方の状態を踏まえると、有料老人ホームについては補助金681 
等によるスプリンクラーの設置が推進されるべきではないか。 682 

 介護付き・住宅型・健康型の３類型の定義等は再考すべきではないか。 683 
 684 
【主な意見】 685 
○ 有料老人ホームの定義とその該当性をどう判断するか、一定の方向性を示すべきでは686 

ないか。また、有料老人ホームの定義に含まないものをどう整理するか。 687 
 688 

○ 未届の問題に関して、妥当性の判断に解釈の余地があり、また、指導に従わない事業689 
者が一定程度ある。妥当性の考え方や、事業を一定程度制限するような処分の考え方690 
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を整理する必要がある。 691 
 692 
○ 「食事の提供」の要件について、介護事業者が入居者に対して介護食等を提供してい693 

る場合には要件とすべきだが、自立の入居者が自分の意思で併設の食堂を利用してい694 
る場合には要件から外してもよいのではないか。介護施設の手前で、要介護になるこ695 
とを遅らせる自立型の高齢者住宅を増やす必要があるなか、自立型を建てやすい状況696 
をつくるためにも、有料老人ホームの定義の問題は重要。 697 

 698 
○ 自立型ホームであっても「食事の提供」を行うことで有料老人ホームに該当すること699 

について、自立者が多いところでは阻害要因になり得る一方、個別の要素、年齢、食700 
事の提供という点だけに着目するのではなく、生活の場として一体的、総合的に定義701 
の該当性を判断する必要性がある。 702 
 703 

○ 自治体によっては、自立者のみが入居する高齢者向け住まいであっても併設レストラ704 
ンがあることのみをもって「食事の提供」があるとみなされ、自立者のみが入居する705 
高齢者向け住まいが有料老人ホームに該当することによって、夜間の人員配置やスプ706 
リンクラーの設置等を義務とされるところが阻害要因になっている。自立型の高齢者707 
住宅が、世の中に非常に少なく、サ高住においても、住戸面積が 40 平米以上の居室708 
が４％しかない。自立型の高齢者住宅を要介護の手前の方の受け皿として増やしてい709 
くために、自立型を建てやすい状況をつくるべき。 710 

 711 
○ 有料老人ホームに居住する方の状態を踏まえると、スプリンクラーもあることが望ま712 

しいため、有料老人ホームに該当する場合は、補助金等によるスプリンクラーの設置713 
を推進するべき。 714 
 715 

○ 入居時は比較的軽度の入居者像を想定した住宅型有料老人ホームについて、その現状716 
が異なっていることも踏まえると、介護付き・住宅型・健康型の３類型の定義等は再717 
考すべき。 718 

 719 
○ 現在の有料老人ホームは、アクティブシニア向け・自立型から看取りに力を入れるホ720 

ームまで様々なコンセプトのホームがあるため、消費者が契約を締結するにあたって、721 
情報を精査し、各ホームの違いを認識できるよう、現在のホームの類型や定義の見直722 
しを検討するべき。 723 
 724 

○ 高齢者は、外付けサービスも含めて安全な暮らし、サービスの提供を期待して入居し725 
ていると思われるため、福祉契約を伴うと想定される場合のホームの基準に関しては、726 
新たな類型の検討が必要なのではないか。 727 

 728 
 729 
 730 
（ⅳ）地域毎のニーズや実態を踏まえた介護保険事業（支援）計画の作成に向けた対応 731 

 第８期介護保険事業（支援）計画以降、将来必要な介護施設等の整備量を定めるにあ732 
たって高齢者住宅の供給量を考慮することが求められているが、市町村が有料老人ホ733 
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ーム等の設置状況を「必要に応じて」勘案するという現行の基本指針の規定では、供734 
給の調整や地域全体のバランスを取ることが難しいのではないか。 735 

 住宅型有料老人ホームは、入居者の特定の段階から容易ではなく、利用者像、給付状736 
況、利用実態の把握、高齢者施設や在宅とのデータ比較が困難であることから、自治737 
体の計画策定に当たって、住宅型ホームに係る情報を簡便な方法で把握できる仕組み738 
が必要でないか。 739 

 740 
【主な意見】 741 
○ 第８期の介護保険事業計画から、高齢者住宅の供給量を考慮することになっているが、742 

考慮している自治体が少ないため、より周知を行い、高齢者住宅の供給量を考慮する743 
よう促していく必要。 744 
 745 

○ 市町村が有料老人ホーム等の設置状況等を必要に応じて勘案することになっているが、746 
「必要に応じて」勘案するという現行の介護保険事業計画基本指針の規定では、コン747 
トロールが難しいので、介護保険施設と同じように都道府県や保険者のほうでコント748 
ロールできるようにすべき。 749 
 750 

○ 特定施設入居者生活介護の指定を受けたものは、保険者で給付状況などを把握できる751 
一方、住宅型有料老人ホームは、入居者の特定の段階から容易ではなく、利用者像、752 
給付状況、利用実態の把握、高齢者施設や在宅とのデータの比較なども難しい。自治753 
体における計画策定に当たって、今後の基盤整備の在り方の検討などにも関連してく754 
るため、住宅型ホームに係る情報を簡便な方法で把握できる仕組みが必要でないか。 755 

 756 
○ 住宅型有料老人ホームが要介護認定を受けた高齢者の受け皿として機能していること757 

を踏まえると、自治体として、必要とされるニーズを把握・推計していくことが重要。758 
必要な情報の一部は毎年度提出を求めている重要事項説明書から把握可能であるが、 759 
より的確にニーズを把握していくために、どのような情報が必要かを検討した上で、760 
自治体と事業者双方に過度な負担をかけることなく、情報を把握する仕組みの構築が761 
必要ではないか。 762 

 763 
○ 各保険者が自ら給付データと住まいデータを突合させてデータを整理することは現実764 

的ではないため、外付けサービスを利用した高齢者住まいであることにフラグが立つ765 
ようなデータ整理が必要ではないか。 766 

 767 
 768 
 769 
２ 有料老人ホームの指導監督のあり方 770 
（１） 課題と論点 771 
○ 有料老人ホームは、制度創設以来、民間の創意工夫を重んじつつ行政による一定の関772 

与を可能とする観点から届出制とされ、都道府県等による事後チェックや指導監督が773 
行われているところ、ホーム数が増加し続けている中で、有料老人ホームの運営やサ774 
ービスの透明性・質の確保のため行政によるどのような関与が求められるか。また、775 
その際民間の創意工夫を損なわないために留意すべき点は何か。 776 
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 777 
○ 有料老人ホームの増加に伴い、有料老人ホームの経営・運営主体やサービスの提供形778 

態も多様化している。不適切な事業運営があった場合の規制や指導監督、違反事案の779 
発生時の迅速な対応のためには、どのような体制構築が考えられるか。 780 

 781 
（２） 構成員の意見・ヒアリング内容 782 
 783 
①届出制や標準指導指針による現行制度の課題 784 

 入居者確保等において妥当性を担保できない事業計画であっても、届出により開設が785 
可能で、事業停止命令等の重大な処分を受けたとしても、無条件で新規開設が可能と786 
なっている。また、囲い込みに関して、請求内容と実態に乖離があると疑われる場合787 
でも、書類が整っていればそれ以上囲い込みの立証が困難であり、自治体の指導権限788 
に限界があるのではないか。 789 

 住宅型有料老人ホームは届出制において多様な事業者の参入が可能である一方で、高790 
齢者福祉への理解が不十分な事業者も参入できる可能性があることから、有料老人ホ791 
ームの実態や入居者の多様化も踏まえたうえで、高齢者福祉の視点に基づく行政関与792 
や私的自治への一定の修正が必要ではないか。 793 

 特養やサ高住では法令上の基準が整備されている一方、有料老人ホームに関する標準794 
指導指針は行政指導であり強制力を持たないために、未届や前払い金の保全措置が講795 
じられていない有料老人ホームなど改善に応じない事業者が一定数存在するため、自796 
治体の対応に限界がある。現行の標準指導指針の文言整理や修正を通じて、適切に介797 
入できることが必要ではないか。また現場ごとに標準指導指針の解釈が異なることが798 
課題ではないか。 799 

 民間事業者の参入意欲を損なわないよう、過度な規制は避けるべきではないか。 800 
 801 

【主な意見】 802 
○ 届出制は、住宅型有料老人ホームについて参入のハードルが低く、これにより多様な803 

事業者の参入が促される一方、高齢者向けのサービスを提供するという認識に欠けて804 
いる事業者や人材の確保に懸念がある事業者も参入できてしまう。事業所開設前に課805 
題等を把握し、改善事項を伝えるが、あまり受け入れられず届出されることもある。806 
そうした届出も受理せざるを得ないのが自治体の立場。 807 
 808 

○ 入居者確保等において、妥当性を担保できない事業計画であっても、届出により開設809 
が可能で、事業停止命令などの重大な処分を受けたとしても、無条件で新規の開設が810 
可能で問題ではないか。 811 
 812 

○ 入居者が多様化していることから、相対的には高齢者福祉の視点に基づいた行政の関813 
与や、私的自治への修正の要請が、より強く働かざるを得ないのではないか。 814 

 815 
○ 特養の場合は老人福祉法第 20 条に基づく設備・運営に関する基準省令があり、整備816 

に交付金が入って、整備量もコントロールされている。サービス付き高齢者向け住宅817 
であれば、高齢者の居住の安定確保に関する法律により、ハード面の基準、報告、検818 
査、指示、取消しなどができる。指導指針に限界があるため、そういった法律や省令819 
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が用意される必要があるのではないか。 820 
 821 

○ 囲い込みに関して、捜査機関ではない自治体による指導権限の限界を感じる。サービ822 
スの提供実態と請求内容に乖離があるような請求が疑われる事業所に指導を実施して823 
も、実績などを記載した書類が整っている場合、内部職員の証言等がない限り立証が824 
難しい。 825 
 826 

○ 未届の有料老人ホームや前払い金の保全措置が未措置のホームが一定数残っているた827 
め、適切な指導が必要。 828 
 829 

○ 入居対象者が広がる中で、指導指針が実効性のあるものとなり、法的環境をもって830 
個々の住まいに対して適切に介入できる体制を整えることが重要。 831 
 832 

○ 指導指針は行政指導であって強制力がなく、それを理解し、指導に対して改善に向け833 
た対応をなかなか取っていただけない事業者が一定程度ある。そうした場合、行政処834 
分を検討するが、処分基準が不明確な点は課題。 835 
 836 

○ 指針の解釈が現場により異なるため、公平性の観点からも法制化が必要ではないか。 837 
 838 

○ 民間の創意工夫を損なわずにサービスの質を確保するという観点から、規制を一律に839 
強化することが難しい側面もある。指導指針には、「適当な数」あるいは「適当な規840 
模」といった、曖昧で解釈の幅が広い表現が多用されており、また、明確な基準がな841 
く、確実な指導が難しいという意見もあったことから、まずは、文言の整理・修正等842 
を図る形で、現行の指導指針の実効性を高めるという方法もあるのではないか。 843 
 844 

○ 民間事業者の参入障壁となるような強過ぎる規制は望ましいことではない。民間の意845 
欲に水を差さないような形で、質の確保あるいは問題の未然に防止となるような方向846 
性で検討することが重要。 847 

 848 
○ 指導監督の在り方や囲い込み対策について、一部の不適正な事業者の対応のために、849 

過度な規制がかかり民間施設全体としての創意工夫や効率性を削ぐことのないよう、850 
囲い込みの定義も含めて、慎重に検討するべき。 851 

 852 
 853 
 854 
②参入時の規制のあり方 855 

 経営状況やコンプライアンスに関わる問題に関しては、都道府県が事前・事後のチェ856 
ックを行う仕組みが検討すべきではないか。事業者の創意工夫を損なわない最低限の857 
範囲で、妥当性が担保できない事業計画や、重大な処分を受けた事業者に対する一定858 
程度の規制の検討が必要ではないか。 859 

 住宅型有料老人ホームに対して、利用者保護の必要性がとりわけ高い場合、（許可制860 
の一種としての）登録制といった新たな規制の導入を検討してはどうか。現行の届出861 
制度の下でも適正なサービスを提供している事業者にとって、新たな参入規制の導入862 
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は、必ずしも参入・事業継続の大きな障壁とはならないのではないか。 863 
 一部の問題事例への対応が、真面目に取り組む多くの事業者の生産性を阻害すること864 

のないよう、また、新たな規制によるローカルルールが発生しないよう明確な規制で865 
あるべきではないか。 866 

 867 
【主な意見】 868 
○ 経営状況やコンプライアンスに触るような問題に関しては、届出制による事後チェッ869 

クや、問題が生じたときに行政が事後的に介入する形ではなく、許可制とまではいか870 
なくても、事前チェックがある程度機能しなければ、質の改善には向かわないのでは871 
ないか。どのようなビジネスモデルで運営をしようとしている高齢者向け住まい事業872 
者かによって、ある種の規制として、都道府県が事前のチェックを行う仕組みを設け873 
ることが検討できるのではないか。 874 
 875 

○ 事業者の創意工夫を損なわない最低限の範囲で、妥当性が担保できない事業計画や重876 
大な処分を受けた事業者に対する一定程度の規制の検討が必要。 877 

 878 
○ 利用者保護を強化しつつも、事業者にとって運営上、過重な負担にならない程度の制879 

約にとどめておく観点から、利用者保護の必要性がとりわけ高い住宅型有料老人ホー880 
ムに対して、既にサ高住で導入されているような登録制といった新たな規制の導入を881 
検討してはどうか。現行の届出制度の下でも、自治体によっては、事前協議を通じて882 
適合不適合を確認している事例があったり、有資格者や介護職員を配置している住宅883 
型が一定数存在するというデータが示されているため、新たな参入規制の導入を行っ884 
たとして、とりわけ適正なサービス提供している事業者にとって、参入・事業継続の885 
大きな障壁とは必ずしもならないのではないか。 886 

 887 
○ 一部の問題事例への対応はあるが、真面目に取り組んでいる多くの事業者の生産性を888 

阻害することのないよう、また、新たな規制によるローカルルールが発生しないよう889 
明確な規制であるべき。 890 
 891 

 892 
 893 

③標準指導指針や参入後の規制のあり方 894 
 標準指導指針に法的拘束力を持たせることにより、サービスの質や透明性の確保につ895 

ながるのではないか。 896 
 利用者と事業者の契約において、標準指導指針を事業者が契約や事業を履行する際の897 

義務あるいは行為規範として位置づけ、契約の補完的な解釈に活用する方向性につい898 
ても検討する必要があるのではないか。 899 

 仮に新たな規制を設ける場合、参入後の質の保証も重要であるため、有効期間や、更900 
新拒否の仕組み、更新拒否事由の明確化といったことも必要ではないか。 901 

 902 
【主な意見】 903 
○ 有料老人ホームの基準が指針であることについて、サ高住における高齢者の居住の安904 

定確保に関する法律と同様、強制力を持たせることが必要。指導指針を法制化し規制905 
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していくことで、指針の基準をすり抜け、手続上問題はないように見えるが、実態が906 
分からず、サービスの透明化や質の確保が図られていないということが少なくなるの907 
ではないか。また、指針の解釈が現場により異なるため、公平性の観点からも法制化908 
が必要ではないか。 909 

 910 
○ 利用者と事業者の契約については、指導指針を事業者が契約や事業を履行する際の義911 

務あるいは行為規範として位置づけて、契約の補完的な解釈に活用していくといった912 
方向も考えるべき。その際に、利用者の法的地位の強化を図る観点から、例えば準拠913 
条項を設けることを明文化するなど、立法論としても指導指針を行動規範としていく914 
方向性も一案。 915 
 916 

○ 仮に新たな規制を設ける場合、介護・医療ニーズや夜間・緊急時の対応を想定した職917 
員の配置基準や、施設管理者に対する資格基準、研修の実施、指針の整備、虐待防止918 
に関する取組の基準等が必要ではないか。また、参入後の質の保証も重要であるため、919 
登録の有効期間や、更新拒否の仕組み、更新拒否事由の明確化といったことも最低限920 
に必要になるのではないか。 921 
 922 
 923 
 924 

④行政処分の限界と対応の方策 925 
 自治体において、悪質な事業者に対しては事業制限や停止命令を検討する場面もある926 

が、明確な処分基準が存在しないため、対応に苦慮しており、介護保険法のように老927 
人福祉法においても統一的な基準を設けることが有効ではないか。 928 

 有料老人ホームやサービス事業所に対して実質的な指示・命令を行う経営者や法人に929 
ついても届出させ、指導、勧告や公表が可能となる体制整備が必要ではないか。また、930 
不適切運営により処分を受けた事業者や役員等の組織的関与が認められる場合には、931 
一定期間、事業所の開設を制限する制度の導入も検討が必要ではないか。 932 

 経営の継続が困難と見込まれる事業者に対しては、迅速な事業停止命令等の行政処分933 
を可能とすることが必要ではないか。 934 

 併設サービスを多く使う場合に家賃を減免している契約書もあるので、まず契約書の935 
適切性をチェックすることが重要ではないか。 936 

 937 
【主な意見】 938 
○ 有料老人ホームの該当制の判断に解釈の余地があること、指導に従わない事業者が一939 

定程度存在することが課題。妥当性の考え方や事業を一定程度制限する処分の考え方940 
を整理する必要。 941 
 942 

○ 行政から事業者に事業に制限をかけるとか、悪質な場合は事業制限停止命令を命ずる943 
ことになると言ってはみるが、明確な基準がないため、対応に苦慮している。事業者944 
が協力的でなく、継続的な見守りが難しい。 945 
 946 

○ 指導指針は行政指導であって強制力がなく、それを理解し、指導に対して改善に向け947 
た対応をなかなか取っていただけない事業者が一定程度ある。そうした場合、行政処948 
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分を検討するが、処分基準が不明確な点は課題。介護保険法のように、老福法におい949 
ても統一的な基準を整理できると有効。 950 
 951 

○ 適切にサービスの選択や提供が行えるようにするため、有料老人ホーム、サービス事952 
業所双方に支配的な影響力を有するような、実質的に指示、命令を行う経営者、法人953 
は届出をさせるなどし、そちらへ情報提供や注意喚起、また、必要に応じて、勧告や954 
公表等ができる体制を検討してはどうか。 955 

 956 
○ 不適切な運営により行政処分を受けた事業者について、役員等の組織的関与が認めら957 

れる場合には、いわゆる連座制のような形で一定期間、事業所の開設を制限する制度958 
の導入についても検討が必要ではないか。 959 
 960 

○ 経営の継続が困難と見込まれる事業者に対しては、迅速な事業停止命令等の行政処分961 
を可能とするための整理が必要ではないか。 962 

 963 
○ 契約書において、併設サービスを多く使えば家賃を減免するとか、家賃がただに近い964 

１万円ぐらいのものが散見されてきたので、契約書の適切性をチェックすることが重965 
要ではないか。 966 

 967 
 968 
 969 
３ 有料老人ホームにおけるいわゆる「囲い込み」対策のあり方 970 
（１）課題と論点 971 

（ⅰ）住宅型有料老人ホームにおける介護サービスの提供について 972 
○ 住宅型有料老人ホームにおいて、出来高報酬に基づく介護サービス等が提供される場973 

合に、過剰なサービス提供とならないよう、利用者が納得してサービスを受けられる974 
ことや、ケアマネジャーの有料老人ホーム事業者からの独立性・中立性が確保される975 
ための仕組みとして、どのようなことが考えられるか。 976 

 977 
○ 住宅型有料老人ホームに併設又は併設でないが自法人若しくは関係法人が運営する介978 

護サービス事業所等のサービス利用を入居条件とし、実態上、住まい事業者が介護サ979 
ービス等を一体的に提供している場合に、ホームと介護サービス事業所と利用者それ980 
ぞれの契約関係、サービス提供の責任の所在や事業収支構造が不明確になっているお981 
それがあると指摘されている。ホームの事業運営の透明性の向上のためどのような方982 
策が考えられるか。 983 

 984 
（ⅱ）特定施設入居者生活介護について 985 
○ 特定施設入居者生活介護の指定を希望しても、自治体の指定枠がないため、やむを得986 

ず住宅型有料老人ホームとして運営している事業者が一定数あるとの調査結果があ987 
る。特定施設入居者生活介護に対する総量規制のあり方や、特定施設への移行策988 
（※）についてどうあるべきか。 989 

（※）第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針において、市町村は、特定施設の指定を受けてい 990 
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ない有料老人ホーム及びサ高住について、必要に応じて都道府県と連携しながら、特定施設の指定 991 
を受ける有料老人ホームへの移行を促すことが望ましいこととされている。 992 
 993 

○ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護が普及していない（６件に留まってい994 
る）が、外部サービス利用型についてより活用が進むような方策が考えられないか。 995 

 996 
（２）構成員の意見ヒアリング・内容 997 
（ⅰ）住宅型有料老人ホームにおける介護サービスの提供について 998 
 999 
①出来高報酬型の介護保険サービス等が一体的に提供されている事業経営モデルの問題点1000 
について 1001 
 入居費用を抑える一方で、過剰なサービスを前提としたケアプランに基づき、必要性1002 

に関わらず区分限度支給額の８～９割を利用するなど、併設の介護サービス利用によ1003 
って収益を補っている事業者が存在しているのではないか。物価や人件費の上昇を背1004 
景に、職員数を抑えて利益を確保しようとする傾向が強まっているのではないか。 1005 

 いわゆる「囲い込み・使い切り型ケアプラン」において、ケアマネジャーによるアセ1006 
スメントが表面的にしか実施されないことがあり、利用者の心身の状況・環境や起こ1007 
り得るリスクへの対応が不十分なケアプランとなりやすく、身体拘束等の高齢者虐待1008 
や介護事故も増えるのではないか。 1009 

 サ高住・住宅型有料のビジネスモデルのうち、「住まい部分の利益を適正あるいは最1010 
大に見込み、併設事業所による介護・医療サービス部分の利益も最大に見込んでいる1011 
モデル」や、「住まい部分の利益を最小、もしくは赤字に見込み、併設事業所による1012 
介護・医療サービス部分の利益を最大に見込んでいるモデル」のようなビジネスモデ1013 
ルが「囲い込み・使い切り型ケアプラン」を生み出す最大の要因ではないか。 1014 
 1015 

【主な意見】 1016 
○ 同一経営主体と推認される居宅介護支援事業所や訪問系サービス等の利用が入居条件1017 

となっている例、他のサービス事業所従事者や、かかりつけ医等がホーム内へ様々な1018 
理由で立ち入りできないようになっている例、併設サービス等の利用がなければ家賃1019 
をはじめ各種の割引が受けられない例も聞かれ、改善が難しいことも少なくない。 1020 

 1021 
○ 入居費用を抑え、併設の介護サービス事業所の利用を多くすることにより入居費用の1022 

補填をしている可能性がある。 1023 
 1024 

○ 経営という立場で言うと、どうしても過剰なサービスのケアプランをつくらざるを得1025 
ない状況が起きている。 1026 
 1027 

○ 支給限度額の８～９割程度までを利用する事業モデルは、生保受給者に限ったことで1028 
はなく、外付けサービスに広く一般化している。介護報酬を著しく下げると基本サー1029 
ビス費の引上げにつながり、生保受給者を中心に居住が不安定化するおそれがあるこ1030 
とに留意が必要。養護、経費、退院時の迅速な特養入所など、低所得者向け住まいの1031 
対応と併せて考える必要がある。 1032 
 1033 
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○ 住宅型有料老人ホームの経営を成立させるには、人員を減らして利益を出す流れにな1034 
る。物価上昇・人件費の上昇を鑑みれば、ますます職員を減らすことと、介護報酬を1035 
上げようという力学は強まっていくので、住宅型有料の人員基準について再考が必要。 1036 

 1037 
○ いわゆる「囲い込み・使い切り型ケアプラン」では、ケアマネジャーによるアセスメ1038 

ントが表面的にしか実施されないことがある。ケアマネジャーが利用者とともにケア1039 
プランを主体的に決められていない場合、アセスメントが表面的になる。これにより、1040 
心身の状態悪化のリスク、認知症の BPSD 等、利用者の心身の状況・環境や起こり得1041 
るリスクへの対応が不十分なケアプランとなりやすく、身体拘束等の高齢者虐待に至1042 
るリスクも高い傾向は否めない。それに加え、転倒や誤嚥などのリスクに関する検1043 
討・アセスメントも不十分であるため、介護に関するインシデントも増えるのではな1044 
いか。そうしたケアマネジャーをめぐる環境の改善に関しても、議論が必要ではない1045 
か。 1046 
 1047 

○ サ高住・住宅型有料のビジネスモデルは、次のように大別できる。①住まい部分の利1048 
益を適正に見込み、併設事業所による介護・医療サービス部分の利益も適正に見込ん1049 
でいるモデル。②住まい部分の利益を適正あるいは最大に見込み、併設事業所による1050 
介護・医療サービス部分の利益も最大に見込んでいるモデル。③住まい部分の利益を1051 
最小（もしくは赤字）に見込み、併設事業所による介護・医療サービス部分の利益を1052 
最大に見込んでいるモデル、このうちの②あるいは③のようなビジネスモデルが「囲1053 
い込み・使い切り型ケアプラン」を生み出す最大の要因ではないか。 1054 
 1055 

○ 限度額いっぱいのケアプランの策定の要請に反対したために、離職を迫られるケアマ1056 
ネジャーの事例も聞く。 1057 
 1058 

○ 高齢者住まいの関係では、特に外付けサービスの場合に、施策立案にあたって、デー1059 
タの把握や捕捉がむずかしく、市町村が実態把握に相当苦労している。 1060 
 1061 

 1062 
 1063 
②当該事業経営モデルにおけるケアマネジャーの独立性・中立性の確保 1064 

 特定の事業所によって介護サービスが集中的に提供されることや、区分限度支給額の1065 
上限までサービスを利用すること自体は否定されるものではないが、利用者の選択の1066 
自由が保障され、適切なケアマネジメントが行われているかどうかが重要ではないか。 1067 

 かかりつけ医やケアマネジャーは入居者本人が選択することが基本であり、入居者が1068 
それを変更したくない意思を持っている場合には、その意思が尊重されるべきであり、1069 
ケアマネジャーの変更を入居条件としているとすれば是正すべきではないか。 1070 

 ケアマネジャーが自立支援を重視したケアマネジメントを行えるよう、これを阻害す1071 
る圧力のかからない環境整備が必要ではないか。例えば、ケアマネ事業所やケアマネ1072 
ジャーの独立性を尊重している旨の活用方針の公表や、施設長や管理者に相当する責1073 
任者の研修、相談担当者の設置、入居予定者への重要事項説明が必要ではないか。 1074 

 自治体におけるケアプラン点検の実施に当たって、効果的な点検方法が分からず、給1075 
付適正化システムを十分活用できていないため、保険者における取組が一層進むよう1076 
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取り組むべきではないか。事業者の負担にも配慮しつつ、自治体が容易に併設・隣接1077 
の法人、同一法人の情報を把握できる仕組みを検討するべきではないか。 1078 

 1079 
【主な意見】 1080 
○ 特定の事業所によって介護サービスが集中的に提供されることや、適切なケアプラン1081 

に基づく支給限度額の上限までのサービス利用自体は否定できない。選択の自由が保1082 
障されているか、適切なケアマネジメントが行われているかが重要。 1083 
 1084 

○ 過少・過剰なサービス提供や、いわゆる囲い込みについては、利用者本位のサービス1085 
利用を適正化するためにも、ケアマネジメントの公正性、中立性の確保による利用者1086 
の選択（自己決定）に資する透明性の確保が重要。 1087 
 1088 

○ かかりつけ医やケアマネジャーは入居者本人が選択することが基本であり、入居者が1089 
それを変更したくない意思を持っているのであれば尊重されるべきで、ケアマネジャ1090 
ーの変更が入居要件になっているとすれば是正すべきではないか。 1091 

 1092 
○ 利用者が適切に選択できる状況であれば、併設の介護サービスが安定的に確保される1093 

状態自体は望ましいことであり、自立を支援するケアマネジメントを行う上で、これ1094 
を阻害する圧力が介護支援専門員にかからない環境構築が必要。例えば、ケアマネ事1095 
業所やケアマネジャーの独立性を尊重している旨の活用方針の公表や、施設長や管理1096 
者に相当する責任者の研修、相談担当者の設置、入居予定者への重要事項説明などを1097 
行ってはどうか。また、実質的に同一経営主体のサービス利用や、こうした要請を行1098 
っている事業者へ、指導の視点を向け、対応策の検討をお願いしたい。 1099 

 1100 
○ 高齢者住まいの関係では、特に外付けサービスの場合に、施策立案にあたって、デー1101 

タの把握や捕捉がむずかしく、市町村が実態把握に相当苦労している。自治体におけ1102 
るケアプラン点検の実施に当たって、効果的な点検方法が分からず、給付適正化シス1103 
テムを十分に活用できていないため、国としても、好事例の紹介など、保険者におけ1104 
る取組が一層進むよう取り組むべき。また、利用者の施設の選択にも資するよう、事1105 
業者の負担にも配慮しつつ、自治体が容易に併設・隣接の法人、同一法人の情報を把1106 
握できる仕組みを検討するべき。 1107 

 1108 
 1109 
 1110 
③当該事業経営モデルにおける事業運営の透明性の向上 1111 

 介護サービスが提供される場となっている住宅型有料老人ホームにおいて、契約の安1112 
定性や利用者保護の観点から、利用者と介護保険事業者との契約に住まいが関与する1113 
一般型や外部サービス利用型の活用を含め、何らかの対応が必要ではないか。 1114 

 住宅事業と医療・介護事業それぞれの勘定を明確にする必要があり、それを消費者が1115 
把握するには限界があるので、行政による収支計画等の妥当性の確認や、妥当性が担1116 
保されない事業計画に対する事前規制が必要ではないか。 1117 

 住宅型有料老人ホームの契約において、入居者の意思と必要性を踏まえ、事業者を選1118 
択できることを確実に担保する制度とすべきではないか。 1119 
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 同一法人の介護事業所がサービス提供する形態は、地域と交流して透明性を高めてい1120 
くことが必要ではないか。 1121 

 1122 
【主な意見】 1123 
○ 介護サービスの提供される場となっている住宅型有料老人ホームにおいては、契約の1124 

安定性、利用者保護の観点から、利用者と介護保険事業者との間で契約を結び、そこ1125 
に住まいが関与する一般型や外部サービス利用型の活用を含め何らかの対応が必要。 1126 
 1127 

○ 住宅型有料老人ホームやサ高住に入居した場合も、居宅介護支援事業所等が保険者に1128 
連絡票を届け出れば、有料老人ホームと居宅介護支援事業所が紐づけられることにな1129 
るため、ホームを選択する上で、サービス提供の透明性がより高まるのではないか。 1130 

 1131 
○ 本来であれば、不動産部門と医療介護部門は、それぞれ別のビジネスであるため、そ1132 

れぞれ経営が明確に区分され、しっかりと収支が成り立つような経営プランであるべ1133 
き。 1134 

 1135 
○ 建物事業と介護事業それぞれの勘定を明確にする必要があるし、消費者が把握するに1136 

は限界があるので、行政による収支計画等の妥当性の確認が重要。 1137 
 1138 

○ 高齢者向け住まいを開設する際、医療・介護サービスを併設してそこで利益を上げる1139 
事業計画を出してくるところがあり、医療・介護の給付費が過剰に利用されていると1140 
いったケースが後でわかることがある。こうしたケースには事前のチェックの必要性1141 
があるし、妥当性が担保されない事業計画は事前に規制が必要である。 1142 
 1143 

○ 住宅型有料老人ホームの契約において、居宅サービス等は、入居前から利用しており1144 
深い関係性ができている事業所を引き続き利用することを含め、利用者が自らの希望と1145 
必要性を踏まえ、事業所を選択できることが基本であり、これを確実に担保する制度と1146 
すべき。 1147 

 1148 
○ 同一法人の介護事業所がサービス提供する形態は、既にたくさん全国で存在しており、1149 

人口の過疎地域においては、今後集住化して集約的にケアを提供せざるを得ないとい1150 
うニーズは高まってくる。その中で、入居者の意思が尊重されているか、サービスの1151 
提供実態等の透明性を高めていく必要がある。地域の住民にボランティアに入っても1152 
らって、町中のブラックホールにしないように、地域と交流して透明性を高めていく1153 
ことが考えられる。 1154 

 1155 
○ 有料老人ホームも、地域密着サービスにある運営推進会議や、介護相談員の活用のよ1156 

うな仕組みや、地域の医療・介護連携会議への参加推奨なども行い、より顔の見える1157 
関係づくりを通じた透明性の向上が必要。 1158 

 1159 
 1160 
 1161 
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（ⅱ）特定施設入居者生活介護について 1162 
①特定施設への移行に向けた総量規制のあり方 1163 

 特定施設に関する総量規制については、その導入当初の背景や目的、財源制約などが1164 
現在も妥当であるか検証する必要があるのではないか。 1165 

 入居者の状態が特定施設と変わらないのであれば特定施設への移行を促していく必要1166 
があり、各地域において高齢者住宅の将来の需要推計を精緻に行った上で、特定施設1167 
がまだ必要な地域については、総量規制を撤廃することも検討するべきではないか。1168 
また、自治体にとっては、特定施設への移行により指導監督がしやすくなる利点があ1169 
る一方で、給付費の増加のおそれもあるのではないか。 1170 

 事業者にとっては、特定施設に移行することで介護報酬により経営が安定するといっ1171 
た利点があり、また包括的なケアの提供や、職員のモチベーション向上が期待される1172 
のではないか。一方で、人手不足の中で人員基準を満たすことや、建物の設備や構造1173 
を確保することのハードルがあるのではないか。このため、国として特定施設への移1174 
行のメリットを整理・発信していくべきではないか。 1175 
 1176 

【主な意見】 1177 
○ 総量規制が導入された背景、目的、財源の制約等が現時点においても存続しているの1178 

か再度検証することが必要であり、やむを得ず住宅型を選択せざるを得なかった事業1179 
者に対して、適切な移行の選択肢を提供することが必要ではないか。 1180 
 1181 

○ 入居者の状態が特定施設と変わらないのであれば、特定施設への移行を促していくこ1182 
とが方向性として必要。 1183 
 1184 

○ 有料老人ホームが、高齢者施設の中で箇所数、利用者数ともに最大となっているため、1185 
特定施設の指定の量的規制の意味合いが薄れているのではないか。利用者の一定割合1186 
が重度であるなどの重度化指標や、居宅介護支援やサービス事業所の同一経営主体へ1187 
の利用者の集中度合い等を測って、特定施設への指定申請を勧奨するなどを検討して1188 
はどうか。 1189 
 1190 

○ 各地域において今後の高齢者住宅の需要は大きく異なるなか、高齢者住宅の将来の需1191 
要推計を精緻に行う必要。その上で、特定施設がまだまだ必要な地域については、総1192 
量規制を撤廃することも検討するべき。 1193 

 1194 
○ 経営者の立場からすると、介護報酬が収益となるため、限度額を極力上げるように働1195 

きかけてしまう力学があることも承知している。特定施設のほうが、住宅型ホームに1196 
比べて経営が安定しやすい面がある。一方、人手不足の中で人員基準を満たすことは1197 
難しい。住宅型を特定施設に移行させることに関しては建物の設備とか構造を含めた1198 
計画が特定施設の前提になっていないと難しいのではないか。利用者の負担の問題も1199 
ある。 1200 
 1201 

○ 自治体の観点からは、特定施設に移行することで指導監督をしやすくなる一方、給付1202 
増になる可能性がある。事業者の観点からは高齢者の方への包括的なケアが提供でき、1203 
職員のモチベーションが向上する可能性がある一方、外付けサービスから特定施設に1204 
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移行することによって儲けが減る可能性もある。自治体の検討に資するよう、国とし1205 
て特定施設への移行のメリットを整理・発信していくべき。その際、管内の住宅型ホ1206 
ームに係る給付状況、移行による給付への影響などが簡便な方法で把握できるように1207 
なれば、移行のメリットが明確となるのではないか。 1208 

 1209 
 1210 
 1211 
②外部サービス利用型特定施設の活用促進 1212 

 特定施設は一定のニーズがあるものの、人員配置基準を満たすことが困難で、特定施1213 
設として運営することを断念する事業者も存在するため、一般型に必要な体制確保が1214 
難しい場合、外部サービス利用型への指定申請を可能とする仕組みを検討すべきでは1215 
ないか。 1216 

 外部サービス利用型特定へ移行すると区分支給限度額が下がってしまうため、報酬上1217 
のデメリットが発生することになることから、外部型移行へのメリットがないと移行1218 
は進まないのではないか。 1219 

 外部サービス利用型における訪問系サービスにおいては、夜間・早朝・深夜の加算を1220 
算定できず、人件費を補う報酬が不十分と考えられることから、基準や報酬体系の整1221 
備が必要ではないか。また、定期巡回型サービスのような柔軟なサービス提供が可能1222 
な事業も提供できる対象としても良いのではないか。 1223 

 外部サービス利用型の経営状況や、重度者や看取りへの対応などどのようなサービス1224 
提供が可能か、確認する必要があるのではないか。 1225 

 報酬設定は全事業者に影響するため、サービス提供実態に関する具体的なデータ等を1226 
基に検討する必要があるのではないか。 1227 

 1228 
【主な意見】 1229 
○ 基本的には特定施設はニーズあるが、人手不足であり、人員配置基準を満たすことが1230 

難しい。採用ができないので、特定施設は諦めるという事業者もある。特定施設の基1231 
本報酬が上がらないと、物価上昇とか人手不足、採用コストは吸収できないと考えて1232 
いる。 1233 
 1234 

○ 一般型特定施設への移行は、自治体の総量規制の柔軟な対応が必要だが、人員基準や1235 
設備基準を満たすことが困難な場合もあり簡単でない。その点、外部型への移行とい1236 
うことであれば、要件を満たす可能性が高まるため移行を推進するということはあり1237 
得るのではないか。その際、これまでの区分支給限度額から下がってしまうため、報1238 
酬上のデメリットが発生するということになり、外部型移行へのメリットがないと移1239 
行は進まないのではないか。 1240 
 1241 

○ 人員などの体制確保が困難で、一般型の特定施設への指定申請が難しい場合は、外部1242 
サービス利用型特定施設に指定申請ができるようにしてはどうか。 1243 
 1244 

○ 外部サービス利用型の訪問介護等の訪問系サービスについては、居宅サービスの早朝、1245 
夜間の 25％加算、深夜の 50％加算のように、夜間の人件費に充当できる報酬設定に1246 
はなっていない。このため、外部サービス利用型特定施設の活用を図るのであれば、1247 



31 
 

住宅型有料老人ホーム等の移行も想定した基準や報酬体系の整備も必要ではないか。 1248 
 1249 

○ 介護付きホームはほぼ一般型であるが、報酬体系を含めた外部サービス利用型の在り1250 
方を検討してはどうか。一方で、サービス提供の実態が計画と乖離してしまう可能性1251 
があることを踏まえると、定期巡回のようにサービス提供を柔軟に変更できるような1252 
サービスの創設を含めて考える必要。 1253 
 1254 

○ 外部サービス利用型特定施設の経営状況や、経営が成り立つかを示していく必要。併1255 
せて、重度の利用者や看取りへの対応が可能かなど、外部サービス利用型特定施設に1256 
おいてどういったサービスが提供できるか確認が必要。 1257 

 1258 
○ 過剰サービスの是正は重要な課題であるが、報酬の設定は、全事業者に影響するため、1259 

サービス提供実態に関する具体的なデータ等を基に、適切に運営している事業所に影1260 
響が及ばない工夫をしながら対応について検討する必要がある。 1261 


